
長野大学共同研究取扱規程 

 

平成２９年程第６３号 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、長野大学（以下「本学」という。）における官公庁等行政機関、企業、 

その他民間団体等の学外機関（以下「学外機関」という。）との共同研究の取扱いにつ 

いて必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この規程において「共同研究」とは、次の各号に掲げるものをいう。 

（１）本学において、学外機関から研究者および研究経費を受入れて、本学の教員が当 

該学外機関の研究者と共通の課題について、共同して行う研究 

（２）本学および学外機関において共通の課題について分担して行う研究で、本学にお 

いて学外機関から研究者および研究経費等を受入れて行う研究または研究経費を受

入れて行う研究 

２ この規程において「共同研究担当者」とは、本学の教員であって共同研究を主として 

 担当する者をいう。 

３ この規程において「学外機関共同研究員」とは、学外機関に所属する研究者で、前項 

 の「共同研究担当者」と研究を共同して行う者をいう。 

 

（受入れの原則） 

第３条 共同研究は、本学の教育研究上有意義であり、かつ、本来の教育研究に支障を生 

 じるおそれがないと認められる場合に限り受入れるものとする。 

 

（共同研究の期間） 

第４条 共同研究の期間は、１研究課題につき原則として１年とする。 

２ 継続して研究することが必要な場合には、改めて申請手続きを行うものとする 

３ 一研究課題の継続研究は、５年を限度とする。 

 

（研究場所） 

第５条 共同研究担当者は、共同研究のために必要な場合には、 学外機関の施設において 

研究を行うことができるものとする。 

２ 前項の場合には、研究用務のための出張手続きを行うものとする。 

 

 



（研究者の受入れ） 

第６条 本学は、 学外機関に所属する研究者を受入れる場合にあっては、 学外機関共同 

 研究員として受入れるものとし、その扱いについては、本学の教員に準じ、共同研究に 

 従事させるものとする。 

 

（共同研究経費） 

第７条 前条で規定する研究者の受入れのほか、共同研究を行うにあたって必要となる研 

究経費（以下「共同研究経費」という。）は次の各号に定めるところによる。 

（１）本学は、施設・設備等を共同研究の用に供するとともに、 当該施設、設備等の維 

持・管理に必要な経常経費等を負担するものとする。 

（２）学外機関は、共同研究遂行のために、特に必要とする謝金、旅費、研究支援者等 

の人件費、 消耗品費、備品費、 光熱水費等の直接的な経費を負担するものとする。 

（３）本学は、前号の経費の一部を負担することができるものとする。 

（４）前３号の規定にかかわらず、第２条第１項第２号の場合は、学外機関における共 

同研究に要する経費は、学外機関が負担するものとする。 

 

（共同研究における権利の帰属等） 

第８条 共同研究における知的財産権（以下「特許権、実用新案権、意匠権、回路配置利 

 用権、商標権、著作権等」をいう。）および設備等の帰属は、次の各号に定めるところに 

 よる。 

（１）共同研究により生じた知的財産権は、 本学と学外機関の双方の貢献度を踏まえて、 

双方が所有するものとする。 

（２）本学が取得した知的財産権は、 学外機関およびその指定する者に、優先的に実施 

させることとし、別に定める契約に基づき本学に実施料を支払うものとする。 

（３）共同研究経費により取得した設備等は、 特段の定めのない限り本学に帰属する。 

２ 共同研究の遂行上必要な場合には、学外機関から、共同研究経費のほか、その所有に 

 関する設備を受入れることができるものとする。 

 

（共同研究の申請） 

第９条 共同研究を申請しようとする学外機関の長は、別記第 1号様式の共同研究申請書 

 を学長に提出しなければならない。 

 

（受入れの決定） 

第 10条 学長は、前条の申請があったときは、地域づくり総合センターと協議のうえ、受

入れを 

 決定するものとする。 



（決定の通知） 

第 11条 学長は、学外機関との共同研究の受入れを決定したときは、別記第 2号様式の共 

 同研究受入通知書により学外機関の長に通知するものとする。 

 

（共同研究契約） 

第 12条 学長は、共同研究の受入れを決定したときは、共同研究契約を締結するものとす 

る。 

 

（共同研究の中止または期間の延長） 

第 13条 共同研究担当者は、共同研究契約に基づき共同研究の中止または期間の延長を 

 しようとするときは、あらかじめ学外機関の長と協議のうえ、別記第 3号様式の共同研 

 究中止・期間延長承認申請書により学長に申請するものとする。 

２ 学長は、前項の報告を受けた場合において、やむを得ない事由があると認めるときは、 

当該研究の中止またはその期間の延長を決定するものとする。 

３ 学長は、前項において当該研究の中止またはその期間の延長を決定したことにより共 

 同研究契約に変更が生じたときは、前条に準じて契約変更の手続きを行うものとする。 

４ 共同研究を中止した場合で、学外機関が負担した既納の共同研究経費の額に不用が生 

 じたときは、不用額の範囲内でその額を学外機関に返還することができるものとする。 

 受入れた設備等についても同様の取扱いができるものとする。 

 

（研究成果の公表） 

第 14条 本学および学外機関との共同研究による研究成果の公表については、両者協議の 

 うえ、定めるものとする。 

 

（共同研究の完了報告） 

第 15条 共同研究担当者は、当該共同研究が完了したときは、別記第４号様式の共同研 

 究完了報告書により学長に報告するものとする。 

 

（庶務） 

第 16条 共同研究に関する庶務は、学務グループ地域づくり総合センター担当が所掌する。 

 

（改廃） 

第 17条 この規程の改廃は、全学教授会の意見を聴き、学長が行う。 

 

附 則 

この規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 



附 則 

この規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記第１号様式（第９条関係） 

 

 

共同研究申請書 
 

 

                            平成  年  月  日 

 

 

  長野大学 学長殿 

 

 

                  （申 請 者） 

                  住    所 

                   氏名（名称・代表者）        印 

 

 

 

長野大学共同研究取扱規程に基づき、下記のとおり共同研究を申請します。 

 

 

 

記 

 

 

 １ 研 究 題 目 

 

 

 ２ 研究目的及び内容 

 

 

 ３ 共同研究担当者氏名 

及び職名 

 

 

４ 学外機関共同研究員 

氏名及び役職 

 

５ 研究に要する経費 

    
  

 ６ 研 究 期 間 

 

 

 ７ 提供物品等の有無及び内容 

 

 

 ８ その他参考事項 

 

 



別記第２号様式（第１１条関係） 

 

 

共同研究受入通知書 
     
 

                             平成  年  月  日 

 

         

        殿 

 

 

長野大学学長         印 

 

 

 

     年  月  日付で申込みのありました共同研究について受入れを決定しまし

たので、通知します。 

  ついては、本学学長と別途共同研究契約を締結してください。 

 

 

 



別記第３号様式（第１３条関係） 

 

 

 

共同研究中止・期間延長承認申請書 
 

平成  年  月  日 

 

 

長野大学 学長殿 

 

 

共同研究担当者 

 所     属 

職     名 

氏     名 

 

 

                       中  止 

下記のとおり（学外機関名）との共同研究を      したいので、申請します。 

                      期間延長 

 

 

 

記 

 

 

１ 研 究 題 目 

 

 

２ 当初の研究機関 

   年  月  日  ～   年  月  日 

 

 

３ 中止する日又は延長する期間 

 

 

４ 中止又は延長を要する事由 

 

 

５ そ の 他 

 



別記第４号様式（１５条関係） 

 

 

 

共同研究完了報告書 
 

平成  年  月  日 

 

 

長野大学 学長殿 

 

 

共同研究担当者 

所     属 

職     名 

氏     名         印 

 

下記のとおり学外機関との共同研究が完了しましたので、報告します。 

 
 

 

記 

 

 

１ 相手方学外機関 

 

 

２ 研 究 題 目 

 

 

４ 研 究 機 関 

年  月  日  ～  年  月  日 

 

 

５ 学外機関共同研究員 

 

 

６ 研究成果の概要（権利の発生及び所有権の有無等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


